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（１）廃鉛蓄電池等の国内・国外における
処理等の状況について

(第２回 環境省バーゼル技術検討会議資料 2024年5月27日)

① 前回のバーゼル法規制の背景とその対応

② 鉛のくず輸出の現状

③ 鉛製錬業界からみた不適正ヤード問題
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① 前回のバーゼル法規制の背景とその対応

１．廃鉛蓄電池のバーゼル法規制の背景
・韓国での環境問題
  －かつて、韓国で発生した鉛原料由来の環境問題 (2016年6月24日 韓国環境部発表の報道) 

⇒ これを契機に日本からの廃鉛蓄電池輸出が厳格化
－ヒ素基準値を超過した指定廃棄物（スラグ）を不法廃棄した処理業者を大量摘発した。
－環境部（長官ユン・ソンギュ）は1級発ガン物質であるヒ素の法定基準値を最大682倍も超過した

指定廃棄物“鉱滓”を数年間組織的に不法処理した廃バッテリー（鉛蓄電池）リサイクル業者
11ヶ所（法人9社）を摘発した。  

－これらの企業はヒ素の法定基準値1.5mg/Lに対して、少なくとも2倍、最大で682倍まで超過した
指定廃棄物である鉱滓約17万トンを数年間組織的に不法処理してきた。

資料：KBS News 資料：www.iksanopennews.com

・韓国 益山（イクサン）市のスラ
グ不法廃棄の原状回復処理が2018年
11月21日に漸く始まった。
・不法埋立した155万トン（鉛スラ
グ以外も含む）を毎年10万～17万ト
ン処理していく。（10年間かる？）
・処理にかかる総費用は3千億ウォ
ン（300億円）

２.国内での対応、その後 
 ・2018年改正バーゼル法を施行

【改正以前】(韓国向け等)OECD向け基準で比較的簡易
【改正以後】非OECD向け基準(書類提出増)+日本の基準を上回る

証明が必要

・2019年以降、廃鉛蓄電池の輸出は事実上ストップ(右記参照)
・しかしながら、近年「鉛のくず」というかたちで新たな鉛原料
の輸出が急増している。
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② 鉛のくず輸出の現状
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• 鉛のくずの輸出は、2023年には2020年以前の約10倍に急増、
特にマレーシアなどの東南アジア地域で伸びが顕著

• 背景として、バーゼル法の規制対象である廃鉛蓄電池を新
規参入業者が不適正ヤード等で違法に収集、解体処理し輸
出しているものと考えられる

• 日本の鉛需要は90%近くが鉛蓄電池であり、国内では廃鉛
蓄電池以外のスクラップは限られている

• また、2021年頃より輸出価格の二極化が見られ、マレーシ
アやカンボジア向けは安い、これは従来から輸出されてき
た金属系屑と違って鉛品位の低い巣鉛を多く含むためと推
察される
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③ 鉛製錬業界からみた不適正ヤード問題

１．不適正ヤードの問題点
・鉛くず不正輸出、更には海外での環境汚染の温床になりうる ・・・ 《バーゼル法違反》
・鉛原料調達における不公正な競争 ・・・ 《競争環境阻害》
－競争相手の業者は、必要十分な設備投資を行わず、納税の責任を負わない

・ヤード周辺環境汚染および作業者の健康被害 ・・・ 《環境問題》
－廃鉛蓄電池は、極板には鉛を、電解液として劇物である希硫酸を使用しており、

適切な処理を行い、十分な教育を受けた作業者が取り扱う必要がある
－なお、適正な操業を行うためには最低限以下のような対応が求められる

産業廃棄物の適正処理 【廃棄物処理法】
排ガス・排水の適正処理 【大気汚染防止法、水質汚濁防止法】
汚染水、鉛含有物等の土壌への流失防止 【土壌汚染対策法】
粉塵・騒音等への対策 【大気汚染防止法、騒音規制法】
作業者への安全配慮 【労働安全衛生法等】
各種法令等に基ずく届出・許認可の実施【法令順守】

・廃鉛蓄電池処理に由来する鉱滓処分の重要性
－発生する廃棄物＝鉱滓は、鉛の含有等のため特別管理廃棄物に該当する場合あり

(溶出試験基準値：ヒ素 0.3mg/l、鉛 0.3mg/l 等)
－国内鉛製錬業者は、廃棄物処理法に基づき鉱滓を産廃業者に委託し管理型または遮断型処分場にて処分

２．不適正ヤードの対応
・不適正ヤードをめぐっては、国内各地で様々な問題が発生しており、新聞等のメディアでも
報道されている。(日刊産業新聞2023年11月16日)

・自治体においても環境保全や周辺住民保護を目的に条例等でヤード規制の動きがある。

自治体 新設時の届出/許可 罰則規定 実施年月

長野県飯田市 届出制 有 2012年1月(改定)

神奈川県綾瀬市 届出制 無 2019年7月

千葉市 許可制 有 2021年11月

茨城県境町 許可制 無 2021年12月

千葉県袖ケ浦市 許可制 有 2023年4月

千葉県 許可制 有 2023年4月

埼玉県さいたま市 許可制(見通し) 無(見通し) 2024年4月(予定)

埼玉県北本市 届出制(見通し) 有(見通し) 2024年4月(予定)

茨城県境町 許可制(見通し) 有(見通し) 未定

埼玉県越谷市 許可制(見通し) 有(見通し) 未定
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③ 鉛製錬業界からみた不適正ヤード問題

・日本鉱業協会内で議論し、鉛製錬各社(廃鉛蓄電池を原料として扱う一次製錬および二次製錬会社)
は原料である廃鉛蓄電池の購入先に対し、不適正ヤード由来の原料を取り扱わないよう求める
書状を発送し、不適正ヤードを抑制する活動を進めている。

・不適正ヤードに関し自治体レベルの条例等による規制では、規制の緩い地域へ業者が拠点を移す事例も
みられ、廃棄物処理法の見直しや厳格な適用、国による法律等での一律規制が求められる。
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